
 

 

 

Ⅲ 開発行為等に関する 

その他の指導要綱等 
 

１ 上尾市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例第６ 

条第１号に係る指定運用方針       （Ｐ１０８～Ｐ１１２） 

２ 上尾市小規模住戸形式集合住宅(ワンルームマンション)の建築に関す

る指導要綱               （Ｐ１１３～Ｐ１２０） 

 ３ 上尾市中高層建築物の建築にかかる紛争防止及び調整に関する指導要

綱                   （Ｐ１２１～Ｐ１２４） 

 ４ 上尾市開発行為及び建築物等の建築又は建設に係る給水取扱要綱 

（Ｐ１２５～Ｐ１２９） 

５ 上尾市建造物等によるテレビ電波障害に関する指導要綱 

（Ｐ１３０～Ｐ１３３） 

６ 上尾市葬祭場等の建築等に関する指導要綱  

（Ｐ１３４～Ｐ１３７） 

 

 

 



上尾市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例 

第６条第１号に係る指定運用方針 

 

令和７年３月２１日 市長決裁 

１ 制度の適用 

   上尾市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例（以下、「条例」

という。）第６条第１号の規定より指定できる建築物の用途は、流通業務・工業施設

とする。 

   また、建築物ごとに定められた手続き、予定建築物の用途及び区域指定の要件を満

たしているものとする。 

 

２ 指定区域に含まない区域 

   別紙１に示す区域は指定しないこととする。  

 

３ 指定区域の境界 

   指定区域の境界は、原則として道路、水路等の地形及び地物とする。ただし、地形

及び地物を境界とすることができない場合は、筆界を境界とし、その境界を明示した

図書を作成するものとする。 

 

４ 上位計画との整合 

指定する区域及び建築物の用途は、上尾市都市計画マスタープランの記載内容と整

合していることとする。 

 

５ 土地利用に関する計画 

区域の指定に際し、当該指定区域に関して別紙２の内容が記載された「土地利用に

関する計画」を策定する。 

 

６ 市長が認める面積 

上尾市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例施行規則（以下「規

則」という。）第３条第１項第３号に基づく市長が特に必要があると認める場合であっ

て市長が認める面積については、区域指定に伴い規則で定める用途の建築物の建築が

速やかに行われることが確実であると認められる場合、その必要な面積に限るものと

する。 
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７ 予定建築物の用途及び区域指定の要件 

   別紙３のとおりとする。 

 

８ 手続き 

（１） 市長は、区域の指定に先立ち、区域内及び区域周辺の住民を対象に住民説明を行

うものとする。 

   ただし、指定しようとする区域において、指定しようとする用途の建築物の建築が

速やかに行われることが確実と認められるものであって、当該区域内に建築物の建築

を行おうとする事業者が住民説明を行う場合は、この限りではない。なお、この場合、

当該事業者は住民説明の報告書を市長に提出するものとする。 

（２） 市長は、区域及び建築物の用途の指定に先立ち、上尾市都市計画審議会の意見を

聴くものとする。 

（３） 市長は、指定した区域及び建築物の用途について、告示するものとする。 

 

９ 指定済み区域の取扱い 

   指定済みの区域における開発行為の進捗及び経済社会情勢の変化に応じて、適宜区

域指定の変更又は廃止を行うことができるものとする。 
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別紙１（指定区域に含まない区域） 

名 称 根拠法令 

農業振興地域内の農用地区域 農業振興地域の整備に関する法律 

甲種農地及び一種農地 農地法 

都市計画施設の決定区域 都市計画法 

災害危険区域 建築基準法 

地すべり防止区域 地すべり等防止法 

急傾斜地崩壊危険区域 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 

土砂災害警戒区域 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策

の推進に関する法律 

浸水想定区域 

(浸水深さが 3 メートル以上の区域に

限る) 

家屋倒壊等氾濫想定区域 

水防法 

自然公園特別地域 

自然公園普通地域 

自然公園法 

自然公園条例（埼玉県） 

自然環境保全地域 自然環境保全（埼玉県） 

特別緑地保全地域 

緑地保全地区 
都市緑地法 

近郊緑地特別保全地区 

近郊緑地保全地区 
首都圏近郊緑地保全法 

ふるさとの緑の景観地 ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例（埼玉県） 

特別緑地（ふれあいの森） 

保存樹林等 
上尾市自然環境保全と緑化推進に関する条例 

鳥獣保護区 

特別保護地区 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関す

る法律 

保安林・保安施設地区 

地域森林計画対象民有林 
森林法 
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別紙２（土地利用に関する計画） 

項 目 内 容 

① 区域指定の方針 ・ 区域指定の目的 

・ 区域指定の考え方 

・ 区域指定基準（除外すべき区域等） 

② 上位計画との整合 ・ 上尾市都市計画マスタープランとの整合 

③ 指定区域の選定 ・ 土地利用の状況 

・ 建築物の状況 

・ 指定区域の選定の考え方 

・ 区域指定面積の考え方 

④ 公共施設の状況 ・ 指定区域及びその周辺区域における公共施設の状況 

・ 区域指定に伴う発生交通量の円滑な処理に向けた道路、交通

施設の検討 

⑤ 進行管理計画 ・ 区域指定スケジュール 

・ 区域指定後の土地利用の管理計画 

⑥ 周辺への影響 ・ 施設等の立地が周辺の土地利用に与える影響及びその対策 

 

別紙３（予定建築物の用途及び区域指定の要件） 

予定建築物の用途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 流通業務・工業施設とは、次のア、イ若しくはア及びイを併せ有する

施設とする。 

 ただし、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第１項に規定する

廃棄物の処理の用に供する建築物のうち、建築基準法第５１条ただし書

許可を受けたもの及び破砕、焼却等の処分の用に供するものを除く。 

 

ア 流通業務施設 

 流通業務施設とは、建築基準法別表第２（る）項に掲げる建築物（準

工業地域に建築できない建築物。）以外の建築物のうち、倉庫及び荷さ

ばき場とする。 

 

イ 工業施設 

 工業施設とは、建築基準法別表第２（る）項に掲げる建築物（準工業

地域に建築できない建築物。ただし、金属の溶融又は精錬の事業を営む

工場等は含まない。）以外の建築物のうち、工場とする。 
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区域指定の要件 

① 新たな公共施設

の整備の必要が

生ずるおそれが

ないと認められ

ること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【指定道路による基準】 

次のいずれかの区域とする。 

ア 整備済み（整備が計画されており、開発行為の完了時点までに確実

に整備される見込みがあるものを含む。）の四車線以上の道路の沿道 

イ アの道路からの距離が概ね２５０メートル以内の区域 

（ただし、アの道路に接続する整備済みの標準幅員９メートル以上

（うち、歩行可能な幅員が１．５メートル以上）の道路に接するも

のに限る。） 

【排水】 

 区域内の排水を放流するための排水先が確保できており、指定区域内

の下水を有効かつ適切に排水できること。 

 なお、雨水に対しては、指定区域内で雨水を調整、浸透させる雨水流

出抑制施設を設置することとし、その抑制量は、上尾市雨水排水流出抑

制施設設置基準のとおりとする。 

【上水】 

 水道の供給が可能であること。 

【面積】 

 ３，０００平方メートル以上であること。 

② その他の区域に

おいて、当該指

定に係る予定建

築物を建築する

適当な土地がな

いと認められる

こと 

次のいずれかに該当するものとする。ただし、規則第３条第２項ただし

書きの規定を適用する場合には、次のアに該当すること。 

ア 市街化区域の工業系用途地域（工業地域及び工業専用地域）におい

て、８０パーセント以上の土地が建物の敷地となっていること。 

イ 工業統計調査による単位面積当たりの製造品出荷額が県平均の製

造品出荷額を下回っているか、又は住民基本台帳における人口の減

少が見られることにより、地域産業の停滞が認められること。 
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２ 上尾市小規模住戸形式集合住宅（ワンルームマンション）の建築

に関する指導要綱 

平成 7 年 2 月 1 日  

市 長 決 裁  

１  目的  

この要綱は、小規模住戸形式集合住宅 (ワンルームマンション )の建築、

管理等についての基準を定め、建築主等の協力を得、良好な住環境及び近

隣関係を確保することを目的とする。  

 

２  用語の定義  

この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。  

(1) 小規模住戸  床面積 (ベランダ、バルコニー、パイプシャフト等を除く。

以下同じ。 )が 29 平方メートル未満の住戸又は住室 (居住の用以外に供す

るものを含む。 )をいう。  

(2) 小規模住戸形式集合住宅 (ワンルームマンション ) 小規模住戸を 5 戸

以上有する建築物 (寄宿舎を除く。 )をいう。  

(3) 建築主等  小規模住戸形式集合住宅の建築主、所有者又は管理者をい

う。  

(4) 近隣関係者  小規模住戸形式集合住宅の敷地境界線から、当該建築物

の高さの 2 倍の水平距離の範囲内にある土地の所有者、建築物の所有者及

び居住者をいう。（当該建築物の高さの 2 倍の水平距離は公図に明記する

こと。）  

 

３  建築基準  

(1) 1 戸の小規模住戸の床面積は、 16 平方メートル以上とすること。  

(2) 小規模住戸形式集合住宅 (ワンルームマンション )の階数は、2 以下とす

ること。  

(3) 隣地境界線から当該建築物の外壁までは、原則として 50 センチメート

ル以上離すこと。  

(4) 開放廊下や窓等には、近隣住民のプライバシーを保護するための必要

な措置をすること。  

(5) 冷暖房等の設備機器を設置する場合は、騒音、振動、高温の排気等に

よる、隣接家屋に対する影響を防止するための措置をすること。  
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(6) ごみ集積所の設置又は入居者の利用するごみ集積所の位置については、

事前に市と協議すること。  

(7) 駐車場は、次の表に掲げる規模以上のものを建築敷地内に確保するこ

と。ただし、商業地域において敷地面積 1,000 平方メートル未満の自動車

駐車場確保台数は、計画戸数の 10 分の 1 以上とすることができる。  

区分  自動車  自転車  

商業地域  計画戸数の 10 分の 3 台分  計画戸数の 10 分の 10 台分  

その他の地域  計画戸数の 10 分の 5 台分  計画戸数の 10 分の 10 台分  

 

４  管理基準  

(1) 建築主等は、管理者の名称、所在地及び電話番号を記載した表示板を、

当該建築物の出入口で公衆の見やすい場所に設置すること。  

(2) 建築主等は、小規模住戸が 30 戸以上の場合は、管理人室を設置し、管

理人を常駐させること。ただし、管理人が隣接した土地に居住している場

合は、この限りでない。  

(3) 建築主等は、ごみ投棄、違法駐車、騒音の発生等他人に迷惑を及ぼす

おそれのある行為を禁止する旨を明記した管理規約を定め、入居者に遵守

させること。  

 

５  標識の設置  

建築主等は、ワンルーム事前協議書 (第 1 号様式 )を市長に提出する日の

1 週間前までに、予定建築物の概要を記した標識 (第 2 号様式 )を当該敷地

内の公衆の見やすい場所に設置すること。  

 

６  近隣関係者に対する説明の実施  

建築主等は、標識を設置した後、速やかに近隣関係者に対し、当該建築

物の概要及び管理体制等を十分説明すること。  

 

７  ワンルームマンション事前協議書の提出  

建築主等は、小規模住戸形式集合住宅 (ワンルームマンション )を建築し  

ようとするときは、建築確認申請をする前にワンルームマンション事前協

議書 1 部 (第 1 号様式 )を市長に提出すること。添付図書は、以下に示すと

おりとする。  
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(1) 委任状  

(2) 位置図 (S＝ 1／ 2500 以上 ) 

(3) 土地利用計画図 (S＝ 1／ 200 以上  建築物、駐車場、駐輪場、ごみ集積

場、交通安全施設、管理者表示板の設置位置等を明記 ) 

(4) 求積図 (S＝ 1／ 200 以上 ) 

(5) 平面図・立面図 (S＝ 1／ 100 以上  床面積、高さを明記 ) 

(6) 設置した標識 (第 2 号様式 )の写真  

(7) 近隣関係者への説明結果報告書 (第 3 号様式 ) 

(8) 近隣関係者位置図 (S＝ 1／ 2500 以上  建築物高さの 2 倍の範囲、範囲内

建築物の位置、用途、説明をした相手の氏名を明記 ) 

(9) 管理規約  

(10) 誓約書 (第 4 号様式 ) 

 

８  ワンルームマンション事前協議書の閲覧  

市長は、当該計画について、近隣関係者から説明を求められたときは、

建築主から提出されたワンルームマンション事前協議書を近隣関係者の

閲覧に供することができるものとする。  

 

９  他の指導要綱の遵守  

建築主等は、上尾市開発行為等に関する指導要綱その他の指導要綱の規

定を遵守すること。  

 

附  則  

1 この要綱は、平成 7 年 4 月 1 日から施行する。  

2 上尾市小規模住戸形式集合住宅 (ワンルームマンション )の建築に関する

指導要綱 (昭和 63 年 10 月 4 日市長決裁 )は、廃止する。  

附  則（平成 10 年 12 月 28 日告示第 296 号）  

(施行期日 ) 

1 この告示は、平成 11 年 4 月 1 日から施行する。  

(経過措置 ) 

2 改正後の 3 の項 (8)の規定は、この告示の施行の日 (以下「施行日」とい  

う。 )以後に提出されるワンルームマンション事前協議書に係る小規模住戸  
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形式集合住宅 (ワンルームマンション )の建築について適用し、施行日前に提

出されたワンルームマンション事前協議書に係る小規模住戸形式集合住宅

(ワンルームマンション )の建築については、なお従前の例による。  

附  則（平成 20 年 4 月 1 日告示第 100 号）抄  

（施行期日）  

１  この告示は、公布の日から施行する。  

附  則（平成 22 年 6 月 1 日告示第 182 号）抄  

（施行期日）  

１  この告示は、公布の日から施行する。  
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第 1 号様式 

ワンルームマンション事前協議書 
                             都市計画課 

                           担当者 
１ 提出年月日     年  月  日 
協 議 先   担当者 発送 回答 

 
 

        

 
 

     

 
 

     

 
２ 建築計画概要 

建築主等 
住  所  
氏  名  ℡ 

代 理 者 
住  所  担当者 
氏  名  ℡ 

建 築 場 所 上尾市  

建築物の用途 
 

計画戸数 
小規模住戸  戸 
その他    戸 

用 途 地 域         建ぺい率・容積率    ％・   ％    
建 築 敷 地 面 積   ㎡ 構 造・階 数     造   階 
建 築 面 積   ㎡ 

形     態 
分譲 ・ 賃貸 
他（      ） 延 床 面 積   ㎡ 

１戸あたりの床面積    ㎡～   ㎡ 最 高 の 高 さ        ｍ 
工 事 種 別           築 最高の軒の高さ        ｍ 

管理者 

（名称） 
       ℡ 
（所在地） 
 

受  付  欄 
 

管理人 
の常駐 

有・無 
 管理体制を具体的に記入 
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第２号様式 
               ９０ｃｍ以上 
                                            
 

予定建築物（小規模住戸形式集合住宅）の概要 

 

建築物の名称 

建 築 場 所  上尾市 

建築物の用途 

敷 地 面 積 

規     模   ●建築面積    ㎡    ●延床面積    ㎡ 

         ●総 戸 数    戸    ●階  数    階 

着 工 予 定      年   月ころ 

建 築 主 （住 所） 

       （氏 名）                 （TEL      ） 

設 計 者 （住 所） 

       （氏 名）                 （TEL      ） 

工事施工者 （住 所） 

       （氏 名）                 （TEL      ） 

標識設置年月日    年   月   日 

 

   

    

 

 

１ 標識は、白色地として文字は黒色とすること。 

 ２ 標示した文字が雨等による不鮮明にならない塗装等を使用すること。 

 ３ この標識の材料及び構造は、風雨等により容易に破損又は倒壊しないもの 

   とすること。 

 

 

 
 
 
 
 

90 
cm 
以

上 

80 
cm 
以

上 
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第３号様式 

近隣関係者への説明結果報告 

説明を行った日時 年  月  日    時 ～   時 

説明を行った場所 
 

説 明 者 

（会社名） 

 

（氏 名） 

 

説明を受けた近隣関係者 

（住 所） 

 

（氏 名） 

 

説  明  内  容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説  明  結  果 
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第４号様式 
 

誓   約   書 

 

 

年   月   日 

 

上尾市長         様 

 

 

建 築 主 住 所 

 

           氏 名                        印 

 

設 計 者 住 所 

 

           氏 名                        印 

 

工事監理者 住 所 

 

           氏 名                        印 

 

工事施工者 住 所 

     

氏 名                        印 

 

 

 

 このたび、上尾市                 番地に建設を予定している建築

物については、上尾市小規模住戸形式集合住宅 (ワンルームマンション )の建築

に関する指導要綱に基づく市の指導に従い、紛争が生じないよう努めるとと

もに、紛争が起こった場合は、誠意を持ってその解決に当たることを誓約し

ます。  

 

※ 建築主の住所氏名は建築主自身が直筆すること。 
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３ 上尾市中高層建築物の建築に係る紛争防止及び調整に関する 

指導要綱 

平成８年４月２４日 
市 長 決 裁  

(目的) 
第1条 この要綱は、法令等に別段の定めがあるもののほか、中高層建築物に係る建築計画

の事前公開及び事前説明並びに紛争についての相談及び調整について必要な事項を定め

ることにより、建築主その他の関係者の協力を得て、良好な住環境を確保することを目的

とする。 
 

(定義) 
第2条 この要綱における用語の意義は、建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」

という。）、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号。）及び建築基準法施行規則（昭和

25年建設省令第40号。以下「省令」という。）の例による。 
2 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 
(1) 中高層建築物 別表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる建築

物（増築、改築又は移転の場合は、当該増築等に係る部分に限る。）をいう。ただし、

地階を除く階数が3以下の一戸建ての住宅を除く。 

(2) 日影 建築物の平均地盤面からの高さが、第1種低層住居専用地域又は第2種低層住

居専用地域においては1.5メートル、その他の地域又は区域においては4メートルの水平

面に生ずる日影をいう。 

(3) 近隣関係者 次のいずれかに該当する者をいう。 
ア 中高層建築物の敷地境界線からの水平距離が15メートル以内の範囲において、土

地を所有する者又は建築物を所有する者。ただし、市長が別に定める空地を有する場

合については、この限りではない。 
イ 中高層建築物の外壁又はこれに代わる柱の面からの水平距離が、当該中高層建築物

の高さの2倍以内の範囲で、かつ、当該中高層建築物（当該中高層建築物に付属する

看板等の工作物を含む。）の影響によって冬至日の真太陽時による午前8時から午後4
時までの間に日影を生ずる範囲において、土地を所有する者又は居住の用に供する建

築物を所有する者をいう。 

(4) 紛争 中高層建築物の建築に伴って生ずる日照、通風、周辺の交通安全の阻害、工

事中の騒音及び振動等に関し、近隣関係者並びに中高層建築物の建築主、設計者又は工

事施工者との間の紛争をいう。 
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(市長の責務) 
第3条 市長は、紛争を未然に防止するとともに、紛争が生じたときは迅速かつ適正に解決

を図るよう努めるものとする。 
 

 (当事者の責務) 
第4条 中高層建築物の建築主、設計者及び工事施工者は、中高層建築物の計画又は建築に

当たっては、良好な近隣関係の形成及び保持に努めなければならない。 
2 中高層建築物の建築に際して紛争が生じたときは、紛争の当事者である建築主、設計者

及び工事施工者又は近隣関係者は、相互の立場を尊重し、自主的に解決するよう努めなけ

ればならない。 
 

(標識の設置) 
第5条 中高層建築物の建築主は、近隣関係者にその建築計画の周知を図るため、当該中高

層建築物の敷地内の見やすい場所に、予定建築物の概要を表示した標識（第1号様式）を

設置しなければならない。 
2 前項の規定により標識を設置した場合は、設置後7日以内に標識設置届（第2号様式）を

市長に届け出なければならない。 
3 第1項の標識は、建築事業報告書提出日の30日前までに設置し、工事完了まで設置しな

ければならない。 
 

(近隣関係者に対する説明) 
第6条 中高層建築物の建築主は、前条の規定により標識を設置したときは、速やかに近隣

関係者に対し、次の各号に掲げる事項について説明しなければならない。 
(1) 敷地の形態及び規模 

(2) 建築物の用途、規模、構造及び位置 

(3) 建築物による日照への影響 

(4) 工事期間中の作業時間、騒音及び振動の対策並びに資材の搬入経路等 

(5) 工事完了後の建築物の管理等 
 
(建築事業報告書の提出) 

第7条 中高層建築物の建築主は、第5条に規定する標識の設置及び前条に規定する近隣関

係者に対する説明を行った後で、かつ、法第6条に規定する確認の申請を提出しようとす

る日の40日前までに、建築事業報告書(第3号様式)に掲げる図書を添えて市長に1部を提出

しなければならない。 
(1) 省令第1条第1項の表の(い)項に掲げる図書のうち付近見取図、配置図及び各階平面

図並びに同表の(ろ)項に掲げる二面以上の立面図及び二面以上の断面図 
(2) 省令第1条第1項の表の(へ)項に掲げる日影図に次の事項を記載したもの 

中高層建築物の外壁又はこれに代わる柱の面からの水平距離が、当該中高層建築物の 
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高さの2倍以内の範囲で、かつ、当該中高層建築物（当該中高層建築物に付属する看

板等の工作物を含む。）の影響によって冬至日の真太陽時による午前8時から午後4時ま

での間に日影を生ずる範囲における建築物の位置、用途、構造及び階数並びに近隣関係

者の氏名 
(3) 第6条の規定による説明の内容で次の事項を記載したもの 
ア 説明を行った日時、場所、当該説明を行った者並びにその相手方の住所、氏名及び連

絡先 
イ 説明に係る質疑応答の要旨を記載した書類及びその際使用した図書類 
(4) 日照障害等について紛争が生じた場合においては、建築主、設計者及び工事施工者

が責任をもって処理する旨の誓約書(第4号様式) 
(5) 委任状(代理者が提出する場合) 
(6) その他市長が必要と認める書類 
 
(建築事業報告書の審査) 

第8条 市長は、前条第1項に規定する報告書を受理したときは、受理した日から起算して

40日以内にその内容について審査し、審査が終了したときは、その旨を審査結果通知書(第
5号様式)にて建築主に通知しなければならない。この場合において、市長は必要があると

認めるときは、その通知に意見を付すことができる。 
2 市長は、前項の期限内に審査を終了することができない理由があると認められるときは、

その理由を付し、当該期限内にその旨を建築主に通知しなければならない。 
 

(あっせん) 
第9条 市長は、建築主、設計者、工事施工者又は近隣関係者（以下「紛争当事者」という。）

から中高層建築物の建築によって生ずる日照障害等に関する紛争の調整の申出があった

ときは、あっせんを行うものとする。 
2 市長は、前項のあっせんのため必要があると認めるときは、紛争当事者に資料の提出又

は会議への出席を求め、その説明又は意見を聴くことができる。 
3 市長は、紛争当事者間をあっせんし、双方の主張の要点を確かめ、紛争が公正に解決さ

れるよう努めるものとする。 
4 市長は、紛争の解決の見込みがないと認めるときは、あっせんを打ち切ることができる。 
 

(他の指導要綱の遵守) 
第10条 建築主、設計者及び工事施工者は、この要綱に定めるもののほか、上尾市建造物

等によるテレビ電波障害に関する指導要綱（昭和58年5月31日市長決裁）その他の市長が

定める指導要綱の規定を遵守しなければならない。 
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附 則 
この要綱は、平成８年７月１日から施行する。 
附 則(平成１６年３月３１日市長決裁) 

この要綱は、平成１６年４月１５日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 
附  則（平成２２年６月１日告示第１８２号）抄  

（施行期日）  

１  この告示は、公布の日から施行する。  

 
別表(第2条関係) 

地域又は区域 中高層建築物 
ア 第1種低層住居専用地域及び第2種低層住

居専用地域 
軒の高さが7メートルを超える建築物及び地階を

除く階数が3以上の建築物 
イ 第1種中高層住居専用地域、第2種中高層

住居専用地域、第1種住居地域、第2種住居

地域、準住居地域、近隣商業地域、準工業

地域及び用途地域の指定のない区域 

高さが10メートルを超える建築物 

ウ 商業地域及び工業地域 高さが15メートルを超える建築物。ただし、高さ

が10メートルを超える建築物で、ア項又はイ項の

地域又は区域に冬至日の真太陽時による午前8時
から午後4時までの間に日影を生じさせるもの。 

 
 
様式 略 
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４ 上尾市開発行為及び建築物等の建築又は建設に係る給水取

扱要綱 

平成２０年１１月１８日 
上尾市水道事業告示第２４号 

 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、市水道事業における給水の適正化を図るため、市水道事業の給水区域

内における開発行為（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項に

規定する開発行為をいう。以下同じ。）及び建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号）第２条第１号に規定する建築物その他の工作物（以下「建築物等」という。）

の建築又は建設に係る給水に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（事前協議が必要な場合） 

第２条 開発行為を行い、又は建築物等を建築し、若しくは建設しようとする者は、次の各

号のいずれかに該当するときは、その給水について、地方公営企業法（昭和２７年法律第

２９２号）第８条第２項の規定により市水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「市長」

という。）と協議をしなければならない。 

(1) ５区画以上の開発行為を行う場合 

(2) ５戸（室又は店舗）以上の建築物（建築基準法第２条第１号に規定する建築物をいう。

別表第１において同じ。）を建築する場合 

(3) 計画された１日当たりの給水量の最大値（別表第１及び第１号様式において「計画１

日最大給水量」という。）が５立方メートル以上の開発行為を行い、又は建築物等を建

築し、若しくは建設する場合 

(4) 工業用水を供給する場合 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、市長が協議を行う必要があると認める場合 

 

（協議の申請及びその承認） 

第３条 前条の規定による協議を行おうとする者は、上尾市水道事業給水協議申請書（第１

号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による協議の申請（以下「協議の申請」という。）があったときは、

次に掲げる基準に照らして、当該協議の申請に係る給水を承認するか否かを決定するもの

とする。 

 (1) 当該給水が、申請地の周辺地域における水圧及び水量に影響を及ぼさないこと。 

 (2) 当該給水に伴い配水管の布設又は補強の工事を行う必要がある場合においては、当該

工事が、将来にわたりその地域における給水に支障を及ぼさないこと。 
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３ 市長は、協議の申請の内容が別表第１の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄

に定める給水抑制の対象に該当するときは、前項に定めるもののほか、水源確保の見通し、 

当該協議の申請の内容、給水申込みの状況等を考慮した上で、当該協議の申請に係る給水を

承認するか否かを決定するものとする。 

４ 市長は、前２項の場合において当該協議の申請に係る給水を承認したときは、当該申請

者に対し、上尾市水道事業給水協議承認通知書（第２号様式）を交付するものとする。こ

の場合において、市長は、当該給水に関し条件を付することができる。 

５ 前項の規定により給水の承認を受けた者は、当該承認を受けた給水に関し市長が指示す

る事項に従い、及びそれを遵守しなければならない。 

６ 第４項の規定により給水の承認を受けた者は、前項に定める遵守規定に同意した旨を明

らかにするため、上尾市水道事業給水協議承認同意書（第３号様式）を市長に提出しなけ

ればならない。 

 

（配水管布設工事の施行） 

第４条 前条第４項の規定により承認を受けた給水に係る配水管の布設工事の施行は、同条

第６項の同意書を市長に提出して当該給水に関し市長が指示する事項を遵守する旨に同

意をした者（以下「給水承認に関し同意をした者」という。）に、第６条第１項に規定す

る配水管布設工事費及び同条第４項に規定する工事附帯費用を納付させた上で、市が行う。

ただし、特別の理由があると市長が認める場合は、市長の認める業者にその施行をさせる

ことができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が上尾市水道事業における給水管の配水系統及びその維

持管理に支障がないと認めるときは、給水承認に関し同意をした者に当該配水管の布設工

事の施行を行わせることができる。この場合において、当該工事の施行を行った施設につ

いては、市に無償で譲渡しなければならない。 

 

（施設の帰属） 

第５条 前条の規定による配水管の布設工事により設置された施設は、その竣工検査の完了

の日において、市に帰属するものとする。 

 

 （工事費及び工事附帯費用の納付） 

第６条 給水承認に関し同意をした者は、当該給水承認に係る給水装置工事の申請前又は配

水管の布設工事の施行前に、当該配水管の布設工事に要する費用の額に消費税及び地方消

費税の額を加えて得た額（以下「配水管布設工事費」という。）を市に納付しなければな

らない。 

２ 前項に規定する配水管の布設工事に要する費用の額の算定の方法は、市長が別に定める。 

３ 第１項の場合において、給水承認に関し同意をした者が国、地方公共団体、特殊法人そ 
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 の他これに準ずる法人であって、かつ、市長が特に認めるときは、配水管布設工事費を納

付すべき期限をその配水管の布設工事の竣工後において市長が指定する年月日とするこ 

とかできる。 

４ 給水承認に関し同意をした者は、配水管布設工事費のほか、当該配水管の布設工事に関

する設計費、設計審査費、監督費、管理費、排水費その他の当該工事に附帯する費用（以

下「工事附帯費用」という。）を市に納付しなければならない。 

５ 前項の規定に基づき納付すべき工事附帯費用の算定額は、別表第２に定めるところによ

る。 

６ 市長は、公益上その他特別の理由があると認めるときは、配水管布設工事費及び工事附

帯費用の納付を免除し、又はこれらの費用の額を減額することができる。 

 

（配水管布設工事の中止） 

第７条 給水承認に関し同意をした者は、当該給水承認に係る配水管の布設工事について、

その中止を求めることができる。この場合においては、上尾市水道事業給水承認に係る配

水管布設工事中止届（第４号様式）により、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定により配水管の布設工事を中止した場合において、既に給水承認に関し同意

をした者が配水管布設工事費又は工事附帯費用を市に納付しているときは、別表第２に掲

げる設計費及び設計審査費を除き、精算の上、その差額を還付するものとする。 

 

（協議の申請の内容の変更） 

第８条 給水承認に関し同意をした者が、第３条第６項の規定により同項の同意書を提出し

た後において、当該給水承認に係る協議の申請の内容を変更しようとするときは、改めて、

上尾市水道事業給水協議申請書（第１号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 第３条第２項から第６項までの規定は、前項の規定による給水協議申請書の再提出があ

った場合について準用する。 

３ 前項において準用する第３条第６項の規定により同項の同意をした者が協議の申請の

内容を変更する前の給水承認に係る配水管布設工事費又は工事附帯費用を既に市に納付

し、かつ、当該変更後において納付すべき配水管布設工事費又は工事附帯費用の額に変更

が生じるときは、市長は、当該額の変更に係る差額を還付し、又は追徴するものとする。 

 

（協議の申請を行った者の氏名等の変更） 

第９条 給水承認に関し同意をした者その他の協議の申請を行った者は、その住所又は氏名

（法人にあっては、その名称、主たる事務所の所在地又は代表者の氏名）に変更が生じた

ときは、速やかに、上尾市水道事業給水協議に係る申請者氏名等変更届（第５号様式）に

当該変更の事実を証する書面を添付して、市長にその旨を届け出なければならない。 
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（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、市水道事業の給水区域内における開発行為及び建

築物等の建築又は建設に係る給水に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

 （上尾市開発行為並びに建築物等に係る給水取扱要綱の廃止） 

２ 上尾市開発行為並びに建築物等に係る給水取扱要綱（昭和４９年１０月１日水道事業管

理者決裁）は、廃止する。 

   附 則（平成２６年３月３１日水道事業告示第９号） 

（施工期日） 

１ この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第６条第１項の規定は、この告示の施行の日（以下「施行日」という。）以後

に申請される給水の協議に係る配水管の布設工事に要する費用について適用し、施行日前

に申請された給水の協議に係る配水管の布設工事に要する費用については、なお従前の例

による。 

３ この告示の施行の際、改正前の第１号様式から第５号様式までの様式による用紙で、現に

残存するものは、当分の間、これに所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（令和元年９月２６日水道事業告示第１２号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

 

 

 

別表第１（第３条関係） 

区分 給水抑制の対象 

第２条第１号に該当する

場合 
６１区画以上の開発行為を行う場合 

第２条第２号に該当する

場合 

６１戸（室又は店舗）以上の建築物を建築する場合 

第２条第３号に該当する

場合 
計画１日最大給水量が６１立方メートル以上の開発行為を行い、又は

建築物等を建築し、若しくは建設する場合 

第２条第４号に該当する

場合 
計画１日最大給水量が３１立方メートル以上となる工業用水の供給

を行う場合 
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別表第２（第６条関係） 

区分 工事附帯費用の算定額 

設計費 工事費×（１０／１００） 

設計審査費 工事費×（７／１００） 

監督費 工事費×（６／１００） 

管理費 工事費×（４／１００） 

排水費 排水量１立方メートル当たり（臨時用料金）円 

備考 

１ この表（備考を含む。）において「工事費」とは、第６条第１項に規定する配水管

布設工事費をいう。 

２ 埋立て又は盛土を行った後の造成地である場合の管理費の算定額は、この表の規定

にかかわらず、工事費に１０／１００を乗じて得た額とする。 
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５ 上尾市建造物等によるテレビ電波障害に関する指導要綱 

昭和５８年５月３１日市長決裁 

  

上尾市建造物等によるテレビ電波障害に関する指導要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、建造物等の建築に伴って生ずるテレビ電波障害の防止について必要な事

項を定め、建築主と住民との間に生ずる紛争等を未然に防止し、地域住民の良好な受信状況

を確保することを目的とする。 

  

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 建造物等 高さが１０メートルを超える建築物及びテレビ電波障害の原因となる各種工

作物をいう。 

(２) テレビ電波障害 建造物等を建築することによってテレビ電波の正常な受信に障害が生

じることをいう。 

(３) 電波障害関係者 建造物等の建築によりテレビ電波障害を受けると予測される地域の住

民等をいう。 

 

（建築主の事前措置） 

第３条 建築主は、建造物等を建築する場合は、開発許可申請書、建築に係る確認申請書、計

画通知書等（次条において「申請書等」という。）を提出する前に次に掲げる措置をとるも

のとする。 

(１) テレビ電波障害に係る予測調査を行い、テレビ電波障害調査報告書（一般社団法人日本

ＣＡＴＶ技術協会が認定するＣＡＴＶ総合監理技術者、第１級ＣＡＴＶ技術者又はＣＡＴＶ

エキスパート（受信調査に係るものに限る。）の資格を有する者により押印がなされている

ものに限る。以下同じ。）を作成すること。 

(２) 前号の調査報告書に基づき、市長及び電波障害関係者に対しそのテレビ電波障害の防止

に係る対策（以下「障害防止対策」という。）について十分に説明を行い、及び協議するこ

と。 
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（関係書類の提出） 

第４条 建築主は、申請書等を提出する前に次に掲げる書類を市長に提出するものとする。た

だし、前条第１号の予測調査の結果、障害防止対策が不要である場合にあっては、第２号及

び第３号に掲げる書類の提出は、要しない。 

(１) テレビ電波障害調査報告書 

(２) テレビ電波障害防止対策計画書（第１号様式） 

(３) テレビ電波障害防止対策協議報告書（第２号様式） 

(４) テレビ電波障害防止に関する誓約書（第３号様式） 

(５) その他市長が必要と認める書類 

 

（障害防止対策の実施） 

第５条 建築主は、建造物等の建設工事の進捗に応じ、市長及び電波障害関係者と協議し、速

やかに障害防止対策を講じるものとする。 

 

（障害防止対策の方法） 

第６条 前条の規定により講じる障害防止対策は、共同受信施設、個別アンテナ施設その他の

テレビ電波障害を防止するための施設（以下「障害防止対策施設」という。）を設置するこ

とにより行うものとする。 

  

（障害防止対策施設の費用負担） 

第７条 建造物等に起因する障害防止対策施設の設置に係る費用については、建築主が負担す

るものとする。 

 

（複数の建造物等による障害防止対策） 

第８条 複数の建造物等の建築に伴い、テレビ電波障害が発生すると予測される場合には、建

築主が相互に連絡協議し、障害防止対策を講じるものとする。 

  

（障害防止対策後の報告） 

第９条 建築主は、障害防止対策を完了したときは、速やかにテレビ電波障害防止対策実施報

告書（第４号様式）に障害防止対策を完了した後に作成されたテレビ電波障害調査報告書そ

の他市長が必要と認める書類を添えて市長に提出するものとする。 
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（維持管理の方法及び費用負担） 

第１０条 障害防止対策施設の維持管理及びそれに係る費用の負担をする者は、次の各号に掲

げる障害防止対策施設の区分に応じ、当該各号に定める者とする。 

(１) 共同受信施設 建築主。ただし、家屋軒先に設置される保安器の出力端子からテレビ受

信機までの屋内配線に係る部分にあっては、テレビ電波を受信する者（以下「受信者」とい

う。）とする。 

(２) 個別アンテナ施設 受信者。ただし、耐用年数が経過したことによるアンテナの交換に

あっては、１回に限り建築主が行うものとする。 

２ 前項各号に掲げる方法以外の方法による場合及び同項の規定により難い場合は、障害防止

対策施設の維持管理及び費用負担は、建築主と電波障害関係者とが協議して定めるものとす

る。 

 

（障害防止対策実施区域に係る新たな建造物等の建築） 

第１１条 障害防止対策を実施した区域に係る新たな建造物等を建築する建築主は、次に掲げ

る措置をとるものとする。 

(１) 当該建造物等の建築に起因する新たな障害防止対策に係る費用の全額を負担すること。 

(２) 障害防止対策施設の利用並びに維持管理及び費用負担について当該障害防止対策施設の

設置者又は管理者と協議すること。 

  

（後住者による利用） 

第１２条 建築主は、第６条の規定により共同受信施設を設置した後、当該施設を設置した区

域内に新たに家屋等を建築した住民（以下この条において「後住者」という。）が当該施設

の利用を希望する場合は、当該後住者に当該施設を利用させるものとする。 

２ 前項の規定により共同受信施設の利用を希望する後住者は、第１０条の規定にかかわらず、

当該施設の維持管理に係る費用を負担するものとする。 

  

（電波障害関係者の協力） 

第１３条 電波障害関係者は、障害防止対策を円滑に推進するため、アンテナの設置、ケーブ

ルの通線、私有地内の支柱設置等について積極的に協力するものとする。 
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（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、昭和５８年６月１日から施行する。 

附 則（平成１１年２月２３日市長決裁） 

この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年１２月１２日市長決裁） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１２年１２月１３日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第３条第１号の規定は、この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）以後に

作成されるテレビ電波障害調査報告書について適用し、施行日前に作成されたテレビ電波障

害調査報告書については、なお従前の例による。 

３ 平成１７年１２月１２日までの間に限り、第３条第１号の規定の適用については、同号中

「社団法人日本ＣＡＴＶ技術協会」とあるのは、「郵政大臣又は社団法人日本ＣＡＴＶ技術

協会」とする。 

附 則（平成２１年９月１８日市長決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（平成２５年１２月６日市長決裁） 

（施行期日） 

１ この要綱は、決裁の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成２８年３月３１日までに改正前の第３条第１号に規定する社団法人日本ＣＡＴＶ技術

協会が認定した第１級有線テレビジョン放送技術者の資格を有する者により押印がなされた

テレビ電波障害調査報告書は、改正後の第３条第１号に規定する一般社団法人日本ＣＡＴＶ

技術協会が認定したＣＡＴＶ総合監理技術者、第１級ＣＡＴＶ技術者又はＣＡＴＶエキスパ

ート（受信調査に係るものに限る。）の資格を有する者により押印がなされたテレビ電波障

害調査報告書とみなす。 

 

様式 略 
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６ 上尾市葬祭場等の建築等に関する指導要綱 

                          令和５年 ３月２８日 
                         市  長  決  裁 

 （目的） 
第１条 この要綱は、葬祭場等の建築等に係る周辺環境に配慮するために遵守すべき事項、

事前協議、事前説明等を定めることにより、紛争を未然に防止し、良好な生活環境を維持

することを目的とする。 
 （定義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 
 (1) 葬祭場等 業として葬儀を行うことを主たる目的とした集会施設（宗教施設、ホテル

等を除く。）又は遺体を保管し、若しくは保存、修復等の作業を行う施設（病院その他の

医療施設を除く。）をいう。 
 (2) 葬祭場等の建築等 葬祭場等の新築、増築若しくは改築又は建築物の用途を変更して

葬祭場等にすることをいう。 
 (3) 事業者 葬祭場等の建築等をしようとする者をいう。 
 (4) 近隣関係者 葬祭場等の敷地境界線からの水平距離が５０メートル以内の範囲にお

いて、土地を所有する者、建築物の全部若しくは一部を占有し、若しくは所有する者又

はその範囲に存する自治会、町内会その他の団体をいう。 
 (5) 紛争 葬祭場等の建築等に伴って生ずる事業者及び近隣関係者との間の紛争をいう。 
 （遵守事項） 
第３条 事業者は、葬祭場等の建築等に当たっては、当該葬祭場等が次の各号に掲げる遵守

事項に適合するよう努めなければならない。 
 (1) 敷地が幅員６メートル以上の通り抜けることができる道路に６メートル以上接する

こと。 
 (2) 外壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界線までの距離が１メートル以上であるこ

と。 
 (3) 近隣関係者からの眺望に配慮した看板の面積及び配置、開口部の位置、遮蔽物の設置

等を計画すること。 
 (4) 霊きゅう車、マイクロバス等の送迎を目的とする車両が停留するための場所を敷地内

に設けること。 
 (5)  不足しない程度の葬儀関係者及び会葬者の利用に供する駐車場を敷地内又は敷地に

近接した場所に設けること。 
 (6) 廃棄物保管場所を敷地内に設けること。 
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 (7) 生活環境に配慮するための緑化を敷地内に施すこと。 
 (8) 遺体安置所、霊安室その他の遺体を保管するための部屋を設ける場合にあっては、当

該部屋を屋外に面して開口部のある部屋としない等の措置により近隣関係者に対して配

慮すること。 
 (9) 周辺の道路状況により交通渋滞を来すおそれがある場合にあっては、会葬者に対し自

動車による来場を自粛するように呼びかけるとともに、交通整理員等の適正な配置その

他の交通渋滞及び交通事故の防止に資する措置を講ずること。 
 (10) 葬儀等に伴う騒音又は焼香等の臭気が近隣関係者の生活環境に支障を及ぼさないよ

う防音対策及び防臭対策を講ずること。 
 (11) 血液その他の体液が付着した布その他の廃棄物、洗浄水等について適切な処理を行う

こと。 
 (12) 近隣関係者から管理運営に関し苦情があったときは、当該近隣関係者と協議し、速や

かに必要な措置を講ずること。 
 （事前協議） 
第４条 事業者は、葬祭場等の建築等をしようとするときは、葬祭場等事前協議申込書（第

１号様式）に次に掲げる図書を添えて市長に提出し、前条各号に掲げる遵守事項について

事前に協議しなければならない。 
 (1) 葬祭場等計画概要書（第２号様式） 
 (2) 近隣関係者の範囲を明示した付近見取図 
 (3) 公図の写し 
 (4) 土地利用計画図 
 (5) 各階平面図 
 (6) ４面以上の立面図 
 (7) 近隣関係者の住所、氏名及び連絡先が記載されている書類 
 (8) 誓約書（第３号様式） 
 (9) 代理人が提出する場合にあっては、委任状 
 (10) その他市長が必要と認める書類 
 （標識の設置） 
第５条 事業者は、前条の協議申請書を提出したときは、葬祭場等の建築等の計画に係る敷

地内の見やすい場所に、当該計画の概要を表示した標識（第４号様式）を設置しなければ

ならない。 
２ 前項の規定により標識を設置したときは、当該標識を設置した日後７日以内に標識設置

届（第５号様式）を市長に提出しなければならない。 
３ 第１項の標識は、第７条第１項の規定による報告をしようとする日の３０日前までに設

置し、葬祭場等の営業を開始する日の前日まで設置しなければならない。 
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（近隣関係者に対する事前説明） 
第６条 事業者は、前条第１項の規定により標識を設置したときは、速やかに近隣関係者に

対し、当該葬祭場等の建築等の計画の内容について説明しなければならない。この場合に

おいて、近隣関係者から説明会の開催を求められたときは、これを開催するよう努めなけ

ればならない。 
２ 事業者は、近隣関係者からの意見に関する対応策について、当該近隣関係者に説明する

よう努めなければならない。 
 （葬祭場等事業報告書の提出） 
第７条 事業者は、前条の規定による説明をしたときは、葬祭場等事業報告書（第６号様式）

により、速やかに市長に報告しなければならない。 
２ 前項の規定による報告は、当該報告に係る工事に着手しようとする日の４５日前までに

行わなければならない。 
 （葬祭場等事業報告書の審査） 
第８条 市長は、前条第１項の規定による報告を受けたときは、当該報告を受けた日から起

算して３０日以内にその内容を審査し、審査が終了したときは、審査結果通知書（第７号

様式）により、その旨を事業者に通知しなければならない。この場合において、市長は必

要があると認めるときは、当該通知に意見を付すことができる。 
２ 市長は、前項の期限内に審査を終了することができない理由があると認めるときは、そ

の理由を付し、当該期限内にその旨を事業者に通知しなければならない。 
 （計画の変更） 
第９条 事業者は、前条第１項の規定による通知を受けた日後、葬祭場等の建築等の計画を

変更したときは、葬祭場等事業変更報告書（第８号様式）により速やかに市長に報告し、

協議しなければならない。 
２ 事業者は、葬祭場等の建築等の計画を変更したときは、当該変更により生活環境に与え

る影響が軽微である場合を除き、速やかに近隣関係者に対して当該変更に関する事項を説

明しなければならない。 
 （あっせん） 
第１０条 市長は、事業者及び近隣関係者（次項及び第３項において「紛争当事者」という。）

の双方から葬祭場等の建築等に関する紛争の調整の申出があったときは、あっせんを行う

ものとする。 
２ 市長は、前項の規定によるあっせんのため必要があると認めるときは、紛争当事者に対

し、資料の提出を求め、又は会議への出席を求めてその説明若しくは意見を聴くことがで

きる。 
３ 市長は、紛争当事者間をあっせんし、双方の主張の要点を確かめ、紛争が公正に解決さ

れるよう努めるものとする。 
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４ 市長は、紛争の解決の見込みがないと認めるときは、あっせんを打ち切ることができる。 
   附 則 
 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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